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第一部【企業情報】
　

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】　

回次
第129期
第１四半期
累計(会計)期間

第130期
第１四半期
累計(会計)期間

第129期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高　　　　　　　　 （千円） 517,4621,207,8922,569,294

経常利益又は経常損失（△）　　　　　　 （千円） △68,104 95,679△195,590

四半期純利益又は四半期（当期）純損失（△）      （千円） △92,097 55,588△236,185

持分法を適用した場合の投資利益　 （千円） － － －

資本金　　　　　　    （千円） 660,000 660,000 660,000

発行済株式総数        （千株） 13,200 13,200 13,200

純資産額              （千円） 6,465,0166,313,6956,316,135

総資産額              （千円） 8,261,7269,126,1958,648,553

１株当たり純資産額      （円） 515.13 503.16 503.33

１株当たり四半期純利益金額又は四半期（当期）純損失金

額（△）
（円） △7.34 4.43 △18.82

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） － － －

１株当たり配当額        （円） － － 1.00

自己資本比率            （％） 78.3 69.2 73.0

営業活動による　　　　　　　　キャッシュ・フロー    
　

（千円）
△372 308,981 395,791

投資活動による　　　　　　　　キャッシュ・フロー    
　

（千円）
69,236 △64,760 50,815

財務活動による　　　　　　　　キャッシュ・フロー    
　

（千円）
△31,787 △10,731 △37,825

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高      （千円） 905,2911,512,0751,284,440

従業員数                （人） 228 218 216

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．第130期第１四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。　

３．第129期第１四半期累計（会計）期間及び第129期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。　

５．売上高には、消費税等は含まれておりません。　
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人）     218

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社は、単一セグメントであるため、種別ごとの生産・受注及び販売の状況を記載しております。

　

(1）生産実績

　当第１四半期会計期間の生産実績は次のとおりであります。

種別 数量（台） 金額（千円） 前年同四半期比（％）　

木工機械 2 45,900 △59.0

工作機械 29 922,338 +449.8

合計 31 968,238 +246.1

　（注）１．前事業年度まで区分掲記しておりました「製材機械」は、当第１四半期会計期間より「木工機械」に含めて

表示しております。

        ２．金額は販売価格によっております。　

３．生産実績の中には部品と転売品の販売高は含まれておりません。

４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期会計期間の受注状況は次のとおりで、輸出分（商社を経由するものを含む）は（　）内の内数で示し

ております。

　なお、主な輸出受注先は中国、マレーシア、韓国などであります。

種別
　受注高 受注残高

数量（台） 金額（千円）
前年同四半期比
（％）

数量（台） 金額（千円）
前年同四半期比
（％）　

木工機械
(3)

9

(80,786)

336,415

(+376.9)

+146.5

(5)

26

(104,000)

1,153,830

(－)

+751.2

工作機械
(18)

17

(620,427)

613,164

(+44.3)

+5.5

(23)

27

(921,280)

1,075,870

(+105.5)

+35.0

合計
(21)

26

(701,214)

949,579

(+57.0)

+32.3

(28)

53

(1,025,280)

2,229,700

(+128.6)

+139.1

　（注）１．前事業年度まで区分掲記しておりました「製材機械」は、当第１四半期会計期間より「木工機械」に含めて

表示しております。

        ２．金額は販売価格によっております。　

３．輸出受注高の総受注高に対する割合は、73.8％であります。

４．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第１四半期会計期間の販売実績は次のとおりであります。

種別 数量（台） 金額（千円） 　前年同四半期比（％）

木工機械
(－)

4

(29,586)

268,715

(+65.2)

+4.9

工作機械
(21)

24

(840,329)

939,176

(+1,479.3)

+259.3

合計
(21)

28

(869,916)

1,207,892

(+1,123.2)

+133.4

　（注）１．前事業年度まで区分掲記しておりました「製材機械」は、当第１四半期会計期間より「木工機械」に含めて

表示しております。

        ２．（　）内は輸出に係るものを内数で示しております。　

　　　　３．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間における輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりであります。　

前第１四半期会計期間

　　　　　　（自　平成21年４月１日

　　　　　　　至　平成21年６月30日）　

当第１四半期会計期間

　　　　　　（自　平成22年４月１日

　　　　　　　至　平成22年６月30日）　

輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 輸出販売高（千円） 輸出割合（％）

71,117 13.7 869,916 72.0

　　　　４．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は、次のとおりであ

ります。　　

前第１四半期会計期間

　　　　　　（自　平成21年４月１日

　　　　　　　至　平成21年６月30日）　

当第１四半期会計期間

　　　　　　（自　平成22年４月１日

　　　　　　　至　平成22年６月30日）　

輸出先（千円） 割合（％） 輸出先（千円） 割合（％）

台湾 34.3 韓国 57.2

韓国 30.4 中国 39.7

中国 16.9 その他 3.1

その他 18.4 　－ －

合計 100.0 合計　 100.0

５．前第１四半期会計期間及び当第１四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。

相手先

     前第１四半期会計期間

　 （自　平成21年４月１日

　　 至　平成21年６月30日）　

     当第１四半期会計期間

   （自　平成22年４月１日

     至　平成22年６月30日）　

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

BAOS Co.,Ltd 8,800 1.7 399,000 33.0

南車青島四方機車車輌股?有限公司 － － 195,774 16.2

サンワ産業株式会社 103,390 20.0 2,355 0.2

クボタ松下電工外装株式会社 68,860 13.3 － －

６．上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　　　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在（平成22年８月12日）において当社が判断したものであり

ます。　

(1) 業績の状況

　当第１四半期会計期間における経済情勢につきましては、中国やインドなど新興国の経済成長に牽引される形で、

企業業績は大企業を中心として回復の兆しを見せ、設備投資も業種によっては増加傾向となっております。しかし

ながら、欧州をはじめとする世界景気の先行き懸念が再び強まり、円高やデフレ傾向の影響なども伴い、引き続き予

断を許さない不透明な状況が続いております。

　このような環境のもと当社は、木工機械・工作機械メーカーとして、国内外にて業績に関連の深い住宅産業やＩＴ

関連産業などの製造工程において、地球環境に配慮した設備提案に努めると共に、それらに対応する研究開発を進

めてまいりました。

　その結果、当社の第１四半期会計期間における売上高は、前年同期比2.3倍の1,207,892千円（前年同四半期

517,462千円）と、世界経済危機による急激かつ大幅な落ち込み状況からは回復傾向となり、損益面では営業利益

77,381千円（前年同四半期は営業損失140,677千円）、経常利益95,679千円（前年同四半期は経常損失68,104千

円）、四半期純利益は資産除去債務に関する会計基準の適用に伴う40,305千円の特別損失を計上した結果55,588千

円(前年同四半期は四半期純損失92,097千円)と、それぞれ改善して黒字転換いたしました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第1四半期会計期間における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、1,512,075千円となり、前期末

より227,635千円増加しました。

　当第1四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果として得られた資金は308,981千円（前年同四半期は372千円の使用）となりました。これは主に、

売上債権、仕入債務及び前受金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果として使用した資金は64,760千円（前年同四半期は69,236千円の獲得）となりました。これは主

に、定期預金の増加によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果として使用した資金は、10,731千円（前年同四半期は31,787千円の使用）となりました。これは主

に、配当金の支払によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動　

　当第１四半期会計期間における研究開発活動の金額は、6,330千円であります。

　なお、当第１四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社主力商品である木工機械につきましては、顧客にとっては設備投資案件であるために、景気変動の影響を強く

受けます。とりわけ国内は住宅産業の需要動向、海外は各国の資源政策などに大きな影響を受けます。これに加えて

これからは、世界中で取り組んで行かねばならない、環境問題の改善活動に向けて、木質資源の有効活用への重要性

は更に高まることは必至と思われます。

　また、当社製造の工作機械は電子回路産業・自動車産業・液晶ディスプレイ産業・鉄道車両産業・航空機産業な

どを主な顧客業界としておりますので、それぞれの求める技術を提供していかねばなりません。こういった様々な

業界でも、地球環境の保全に寄与する省エネに関わる各種技術が、世界中で要求される時代であるとの認識をして

おります。

　そのため、当社では地球環境保護に寄与する国産材（スギ・ヒノキなど）や海外諸国の植林早生樹の有効活用に

ついての各種プラント提案に努めると共に、様々な業界の需要変化に対する情報をいち早く入手し、既存技術の応

用と新規技術の開発に努め、国際的に成長著しい諸国での販売ネットワークの拡充に取り組んでおります。

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社は、会社創立以来１１３年の歴史において、本業の技術研鑽と顧客サービスの向上に一貫して継続的に取り組

んでまいりました。

　その結果として、当第１四半期会計期間末において、自己資本比率は69.2％と健全な財務体質を維持しており、借

入金はありません。そのため資本の財源については、その多くは自己資本において賄っており、資金の流動性につい

ても、現時点において特別な懸念はないものと認識しております。

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社は、長年の事業継続において内外の様々なご協力を得て、財政的には現時点で大きく懸念する状況にないと判

断しております。しかしながら、世界経済の動向は予断を許さない状況にあり、全社一丸となって経営体質と収益状

況の改善を目指して行かねばならないと自覚しております。また、近年様々な業界で顕在化している不祥事の続発

など、不測の事態に直面しないよう、内部統制を有効に機能させて行かねばならないと思っております。

　今後の方針につきましては、当社の業績を分析すると、売上高の大半は自社で開発・製造を行う顧客それぞれの

ニーズを汲み取った機械並びにそれらを組み込んだプラントが占めます。そのために需要業界のニーズを、当社に

協力いただいています様々なネットワークを駆使し、的確に把握すると共に、需要先である世界各国や国内の様々

な業界で開催される各種展示会にも、積極的に参加することにより、自社技術の優位性を訴えて行く所存でありま

す。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,200,000 13,200,000

大阪証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 13,200,000 13,200,000 ─ ─

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　平成22年４月１日～

　平成22年６月30日
－ 13,200 － 660,000 － 311,280

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     651,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  12,451,000 12,451 －

単元未満株式 普通株式      98,000 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 13,200,000 － －

総株主の議決権 － 12,451 －

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が246株含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社菊川鉄工所
三重県伊勢市大湊町85

番地
651,000 － 651,000 4.93

計 － 651,000 － 651,000 4.93

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月　　 ５月 　　 ６月

最高（円） 172 171 171

最低（円） 130 154 158

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部によっております。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期

レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,653,075 4,365,440

受取手形及び売掛金 669,957 470,820

有価証券 49,995 49,995

製品 413,000 192,266

仕掛品 217,502 383,291

原材料及び貯蔵品 207,142 208,816

その他 69,321 44,489

貸倒引当金 △1,116 △763

流動資産合計 6,278,879 5,714,356

固定資産

有形固定資産

土地 1,103,242 1,103,242

その他（純額） ※1
 483,685

※1
 496,249

有形固定資産合計 1,586,928 1,599,492

無形固定資産 2,641 2,854

投資その他の資産

投資有価証券 750,908 824,483

その他 511,149 511,677

貸倒引当金 △4,311 △4,311

投資その他の資産合計 1,257,745 1,331,849

固定資産合計 2,847,316 2,934,196

資産合計 9,126,195 8,648,553
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 590,030 494,548

未払法人税等 2,269 3,664

賞与引当金 30,240 67,520

役員賞与引当金 3,750 －

その他 832,560 423,446

流動負債合計 1,458,850 989,180

固定負債

繰延税金負債 89,319 116,204

退職給付引当金 985,720 990,923

役員退職慰労引当金 238,285 236,110

資産除去債務 40,325 －

固定負債合計 1,353,650 1,343,237

負債合計 2,812,500 2,332,417

純資産の部

株主資本

資本金 660,000 660,000

資本剰余金 411,311 411,311

利益剰余金 5,379,402 5,336,363

自己株式 △206,940 △206,814

株主資本合計 6,243,773 6,200,859

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 69,921 115,276

評価・換算差額等合計 69,921 115,276

純資産合計 6,313,695 6,316,135

負債純資産合計 9,126,195 8,648,553
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 517,462 1,207,892

売上原価 439,816 749,576

売上総利益 77,645 458,315

販売費及び一般管理費 ※
 218,322

※
 380,933

営業利益又は営業損失（△） △140,677 77,381

営業外収益

受取利息 5,322 2,482

受取配当金 7,370 8,093

投資有価証券評価差益 14,357 －

助成金収入 40,119 12,797

その他 5,788 3,764

営業外収益合計 72,958 27,139

営業外費用

支払利息 32 156

投資有価証券評価差損 － 2,005

為替差損 256 6,582

リース解約損 86 71

その他 10 25

営業外費用合計 385 8,841

経常利益又は経常損失（△） △68,104 95,679

特別損失

固定資産除却損 － 9

投資有価証券評価損 24,582 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40,305

特別損失合計 24,582 40,315

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △92,686 55,363

法人税、住民税及び事業税 466 466

法人税等調整額 △1,055 △690

法人税等合計 △589 △224

四半期純利益又は四半期純損失（△） △92,097 55,588
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

△92,686 55,363

減価償却費 14,218 17,526

貸倒引当金の増減額（△は減少） 253 353

賞与引当金の増減額（△は減少） △43,950 △37,280

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 3,750

退職給付引当金の増減額（△は減少） △31,610 △5,202

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,362 2,175

受取利息及び受取配当金 △12,692 △10,576

支払利息 32 156

投資有価証券評価損益（△は益） 24,582 －

投資有価証券評価差損益(△は益) △14,357 2,005

固定資産除売却損益（△は益） － 9

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 40,305

売上債権の増減額（△は増加） 108,339 △199,137

たな卸資産の増減額（△は増加） 67,874 △53,271

仕入債務の増減額（△は減少） △64,238 95,481

未払金の増減額（△は減少） － 96,747

未払費用の増減額（△は減少） － 110,249

前受金の増減額（△は減少） － 199,557

助成金収入 △40,119 △12,797

その他 71,283 △20,592

小計 △10,707 284,823

利息及び配当金の受取額 12,692 10,576

助成金の受取額 － 16,446

利息の支払額 △32 △156

法人税等の支払額 △2,325 △2,708

営業活動によるキャッシュ・フロー △372 308,981

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 90,000 △60,000

有形固定資産の取得による支出 △20,764 △4,760

投資活動によるキャッシュ・フロー 69,236 △64,760

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △110 △125

配当金の支払額 △31,677 △10,605

財務活動によるキャッシュ・フロー △31,787 △10,731

現金及び現金同等物に係る換算差額 △29 △5,854

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 37,046 227,635

現金及び現金同等物の期首残高 868,245 1,284,440

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 905,291

※
 1,512,075
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　　　　　　　　　　　　　当第１四半期会計期間

　　　　　　　　　　　　（自　平成22年４月１日

　　　　　　　　　　　　　至　平成22年６月30日）　

　会計処理基準に関する事項の変更

　

　

　

　

　

　

　資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ20千円減少し、税引前四半期

純利益は、40,325千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額は40,305千円であります。

　

【表示方法の変更】

　当第１四半期会計期間　

（自　平成22年４月１日

　　至　平成22年６月30日）　

　（四半期キャッシュ・フロー計算書）

　　　前第１四半期累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりました

「未払金の増減額」、「未払費用の増減額」及び「前受金の増減額」は重要性が増加したため、当第１四半期累計期

間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「そ

の他」に含まれる「未払金の増減額」は7,367千円（増加）、「未払費用の増減額」は67,510千円（増加）及び「前

受金の増減額」は43,856千円（減少）であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

比べ著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使

用して貸倒見積高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しましては、実地棚卸を省略

し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算出する方

法によっております。

　 また、棚卸資産の簿価切下げに関しましては、収益性の低下が明らかなもの

についてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額 1,946,920千円 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 1,930,156千円

２．偶発債務 ２．偶発債務

受取手形裏書譲渡高 74,165千円

営業取引保証金 4,400千円

受取手形裏書譲渡高 36,699千円

営業取引保証金 10,524千円

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 
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前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

従業員給料及び手当 75,305千円

賞与引当金繰入額 5,410 

退職給付費用 5,364 

役員退職慰労引当金繰入額 2,362 

販売手数料 129,753千円

従業員給料及び手当 91,258　

賞与引当金繰入額 7,860 

役員賞与引当金繰入額 3,750 

退職給付費用 8,400 

役員退職慰労引当金繰入額 2,175 

貸倒引当金繰入額 353 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 3,826,291千円

投資その他の資産の「その他」

に含まれている長期性預金
600,000千円

　計 4,426,291千円

預入期間が３か月を超える定期

預金
△3,521,000千円

現金及び現金同等物 905,291千円

 

現金及び預金勘定 4,653,075千円

投資その他の資産の「その他」

に含まれている長期性預金
500,000千円

　計 5,153,075千円

預入期間が３か月を超える定期

預金
△3,641,000千円

現金及び現金同等物 1,512,075千円

 

（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　13,200,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式                     652,006株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．配当に関する事項

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 12,548 1.00平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

 

（金融商品関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　　　　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。　

　

（有価証券関係）

　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

 　

（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　　　　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。　

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、機械の製造並びに販売事業において単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略してお

ります。　

　

（追加情報）

　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。　

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）

　　　　前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 503.16円 １株当たり純資産額 503.33円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △7.34円 １株当たり四半期純利益金額 4.43円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △92,097 55,588

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△92,097 55,588

期中平均株式数（株） 12,550,376 12,548,637

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　リース取引残高は前事業年度末と比較して著しい変動はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成21年８月７日

株式会社菊川鉄工所   

取締役会　御中   

 
有限責任監査法人 トーマツ

　
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小山　謙司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長野　秀則　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　朋之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社菊川鉄工所

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第129期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社菊川鉄工所の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

  平成22年８月９日

株式会社菊川鉄工所   

取締役会　御中   

 
有限責任監査法人 トーマツ

　
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小山　謙司　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長野　秀則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社菊川鉄工所

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第130期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社菊川鉄工所の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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